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地籍調査は、国土調査法に基づく国土調査の一つで、主に市町村が主体となって、一筆ごとの土地の所有者、

地番及び地目の調査並びに筆界（境界）及び地積に関する測量を行い、地籍図及び地籍簿を作成するものであ

る。

今回の補正は、国の１次補正に伴い、令和７年度に実施を予定していた地籍調査の一部を前倒しして実施する

ための予算を補正するもの。

⑴ 調査地区

⑵ 事業費

１ 事業概要

２ 令和６年度１月補正の事業内容

予 算 説 明 書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

30～31 ８
土木費

１
土木管理費

１
土木総務費

１-１ 地籍調査費
千円

42,728

地区名 町丁目名 調査面積 実施業務（調査工程）

金堀町第1地区 金堀町の一部 0.27㎢ 図面等作成、閲覧

西山一丁目第1地区 西山一丁目の一部 0.15㎢ 図面等作成、閲覧

柳谷町地区 柳谷町 0.15㎢ 図面等作成、閲覧

片淵四丁目地区 片淵四丁目 0.18㎢ 図面等作成、閲覧

花園町地区 花園町 0.10㎢ 図面等作成、閲覧

計 ５町丁目 0.85㎢

区分 事業費 備 考

委託料 39,686 千円 一筆地調査等業務委託

事務費 3,042 千円 会計年度任用職員人件費、通信運搬費、印刷製本費など

計 42,728 千円
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【令和６年度調査実施箇所】

区分 事業費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額
千円

176,264
千円
－

千円
129,969

千円
－

千円
28

千円
46,267

補正額 42,728 － 28,665 － － 14,063

補正後の額 218,992 － 158,634 － 28 60,330

３ 財源内訳

※１ 事業費（補助対象経費 38,220千円）の3/4 ※２ 雇用保険料個人負担金

※３ 一般財源については補助対象経費の4/5が「特別交付税」で措置される

※１ ※３

No. 地区名 町丁目名 調査面積 実施業務

① 大浦町外2地区 大浦町、東山町、下町 0.14㎢ 図面等作成、閲覧

② 平戸小屋町外1地区 平戸小屋町、江の浦町 0.30㎢ 図面等作成、閲覧

③ 南が丘町外1地区 南が丘町、南町 0.14㎢ 図面等作成、閲覧

④ 金堀町第1地区 金堀町の一部 0.27㎢ 測量、地積測定、図面等作成、閲覧

⑤ 西山一丁目第1地区 西山一丁目の一部 0.15㎢ 測量、地積測定、図面等作成、閲覧

⑥ 柳谷町地区 柳谷町 0.15㎢ 測量、地積測定、図面等作成、閲覧

⑦ 片淵四丁目地区 片淵四丁目 0.18㎢ 測量、地積測定、図面等作成、閲覧

⑧ 花園町地区 花園町 0.10㎢ 測量、地積測定、図面等作成、閲覧

⑨ 岩川町外1地区 岩川町、浜口町 0.14㎢ 測量

⑩ 梁川町外1地区 梁川町、竹の久保町 0.27㎢ 現地立会

⑪ 東山手町外1地区 東山手町、梅香崎町 0.11㎢ 現地立会

⑫ 岩見町第1外2地区
岩見町の一部、宝栄町、
春木町の一部 0.37㎢ 調査用資料作成

⑬ 坂本一丁目地区 坂本一丁目 0.23㎢ 調査用資料作成

⑭ 千々町第2地区 千々町の一部 0.30㎢ 調査用資料作成

合 計 ２３町丁目 2.85㎢

「№」は概略図の調査地区番号

※２

青文字：国の１次補正に伴う追加業務
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青文字：国の１次補正に伴う追加業務実施地区
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【参 考】

業務名 内 容

調 査 用

資料作成
現地調査で用いる地籍調査票、調査図素図等の資料を作成する。

現地立会
土地の所有者立会のもと、一筆ごとの地番、地目及び土地の境界等を調査する（一筆地調
査）。

測 量
国が設置した基準点等をもとに、現地立会で確認された土地の境界（筆界点）を測量し、
正確な座標値を求める。

地積測定 測量の結果に基づいて、一筆ごとの土地の面積を測定する。

図面等作

成、閲覧
調査結果を図面及び簿冊に取りまとめ、閲覧に供する。

主 な 業 務 の 内 容

４ 地籍調査実施状況（令和５年度末現在）

調査地域 調査対象面積 調査済面積 進捗率

長崎市全域 386.75㎢ 167.17㎢ 43.22％

・旧長崎市 232.46㎢ 16.40㎢ 7.05％

・市街化区域 55.13㎢ 17.07㎢ 30.96％

・人口集中地区（ＤＩＤ） 36.03㎢ 13.37㎢ 37.11％
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予 算 説 明 書 【 繰 越 明 許 費 】
事 業 名 繰越明許額

ページ 款 項 目

46～47 ８
土木費

１
土木管理費

１
土木総務費

地籍調査費
千円

42,728

金 額
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正後
予算現額

千円
218,992

千円
－

千円
158,634

千円
－

千円
28

千円
60,330

支出予定額 176,264 － 129,969 － 28 46,267

繰越明許額 42,728 － 28,665 － － 14,063

１ 事業費及び財源内訳

国の１次補正予算に伴う事業が年度内に完了しない見込みであるため。
繰越箇所の完了予定時期 令和８年２月

２ 繰越事由及び完了予定時期

※１ 事業費（補助対象経費 38,220千円）の3/4 ※２ 雇用保険料個人負担金

※３ 一般財源については補助対象経費の4/5が「特別交付税」で措置される

※１ ※２ ※３
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港湾機能等の拡充や安全性及び利便性の向上を図るため、国及び県が施行する港湾事業に対して地元負担

金を支出するものである。

今回の補正は、国の1次補正に伴い、令和７年度に国及び県が施行を予定していた港湾事業の一部を前倒し

して実施するための予算を補正するもの。

１ 概要

２ 補正内容

予 算 説 明 書

事 業 名 補正額
ページ 款 項 目 番号

34～35
８

土木費
４

港湾費
２

県施行事業
費負担金

１－１
港湾費負担金
港湾事業費

千円

34,250

単位：千円

事業名
R6年度
補正予算
事業費

負担割合

事業費内訳

図面
番号

地区名 国費 県費 市費
市費内訳

地方債 一般財源

国直轄事業 5.0/10×1.16 2.95/10 1.25/10

①
松が枝地区
（航路浚渫）

262,000 151,960 77,290 32,750 32,700 50

補助事業 1/3 1/2 1/6

②
神ノ島地区
（岸壁改良)

9,000 3,000 4,500 1,500 1,500 0

合計 271,000 154,960 81,790 34,250 34,200 50
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３ 財源内訳

区分 事 業 費
財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額
千円

810,910
千円

－
千円

－
千円

734,500
千円
－

千円
76,410

補正額 34,250 － － 34,200 － 50

補正後の額 845,160 － － 768,700 － 76,460

※1 公共事業等債90％（交付税措置率 22.2％） 過疎対策事業債100％（交付税措置率70 .0％）
緊急自然災害防止対策事業債100％（交付税措置率70.0％）

※2 補正予算債（防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債）100％（交付税措置率 50.0％）

※1

※2
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県施行事業箇所位置図

②神ノ島地区

凡例

〇 ××地区 ・・・県施行事業

①松が枝地区

〇 ××地区 ・・・国直轄事業
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松が枝地区

①航路浚渫

長崎港 国直轄

国分町

松が枝地区

出島埠頭
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⻑崎港

⼥神⼤橋

浚渫箇所（航空写真）

①航路浚渫

①航路浚渫
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神ノ島地区

皇后島
神の島公園

長崎港 県事業 社会資本整備総合交付金

小榊地域センター

② 岸壁改良
（調査設計 N＝１式）
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岸壁改良箇所の現況

② 岸壁改良（調査設計）

調査設計箇所

BOXｶﾙﾊﾞｰﾄの陥没
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１ 事業費及び財源内訳

金 額

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正後
予算現額

千円
845,160

千円
－

千円
－

千円
768,700

千円
－

千円
76,460

支出予定額 810,910 － － 734,500 － 76,410

繰越明許額 34,250 － － 34,200 － 50

※1

※1

※2

国の1次補正予算に伴う国及び県が施行する事業が年度内に完了しない見込みであるため。

繰越箇所の完了予定時期 令和８年３月

２ 繰越事由及び完了予定時期

予 算 説 明 書 【 繰 越 明 許 費 】
事 業 名 繰越明許額

ページ 款 項 目

48～49
８

土木費
４

港湾費
２

県施行事業費
負担金

港湾費負担金
港湾事業費

千円

34,250

※1 公共事業等債90％（交付税措置率 22.2％）、過疎対策事業債100％（交付税措置率70 .0％）
緊急自然災害防止対策事業債100％（交付税措置率70.0％）

※2 補正予算債（防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債）100％（交付税措置率 50.0％）

※2
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予 算 説 明 書
事 業 名 補正額

ページ 款 項 目 番号

34～35
８

土木費
５

都市計画費
３

街路事業費 １-１ 【補助】都市構造再編事業費
長崎駅東通り線

千円

6,500

一般国道202号を補完する南北軸の道路として、長崎駅周辺地区における幹線道路網を形成する。

なお、今回の補正は国の１次補正に伴い、令和７年度に予定していた橋梁架替工事の一部を前倒しして

実施するための予算を補正するもの。

・幅員 14ｍ

・路線延長 60ｍ

・事業費 約10億円

・事業期間 令和元年 ～ 令和８年度

・進捗率 約40％（令和６年度末見込み）

１ 事業概要
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ア 工事請負費

・橋梁架替工事（既設橋梁撤去工事の一部） 6,500千円

２ 補正内容

ア 工事請負費 202,660千円

・橋梁架替工事

イ 使用料及び賃借料 3,840千円

・作業ヤード用地借上

ウ 事務費 2,000千円

・関係者協議等に係る旅費、消耗品費、印刷製本費等

３ 補正後事業内訳
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※1 都市構造再編集中支援事業費補助金 5.0/10

※2 公共事業等債 充当率90％（交付税措置率 22.2％）

※3 公共事業等債（補正予算債） 充当率100％ （交付税措置率 50.0％）

区分
事 業 費

財 源 内 訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額
千円

202,000
千円

100,000
千円
－

千円

91,800
千円
－

千円

10,200

補正額 6,500 3,250 － 3,200 － 50

補正後の額 208,500 103,250 － 95,000 － 10,250

４ 財源内訳

※1 ※2

※3
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１ 事業費及び財源内訳

予 算 説 明 書 【 繰 越 明 許 費 】
事 業 名 繰越明許額

ページ 款 項 目

50～51
８

土木費
５

都市計画費
３

街路事業費
【補助】都市構造再編事業費
長崎駅東通り線

千円

6,500

※１ 補助率 都市構造再編集中支援事業補助金 50％

※２ 充当率 公共事業等債 90％（交付税措置率22.2％）

※３ 充当率 公共事業等債（補正予算債） 100％ （交付税措置率50.0％）

国の1次補正予算に伴う工事が年度内に完了しない見込みであるため。

繰越箇所の完了予定時期 令和８年３月

２ 繰越事由及び完了予定時期

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

208,500 103,250 － 95,000 － 10,250

支出予定額 111,350 54,675 － 51,100 － 5,575

繰越明許額
（11月議会分）

繰越明許額
（今回分）

繰越明許額
（合計額）

金　額
財　源　内　訳

補正後
予算現額

90,650 45,325 － 40,700 － 4,625

－ 4,675

6,500 3,250 － 3,200 － 50

97,150 48,575 － 43,900

※2

※3

※1
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